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下表の番号は、包括外部監査の結果報告書に記載された指摘事項又は意見の番号である。

監査対象 全庁的課題

意見 改善措置 改善措置状況

１ 債権管理条例の必要性についての検討 令和元年８月に、各債権管理担当課に ○対応予定
（全庁的課題、１４頁） おける実務上の課題や対応策に関する調

債務者が著しい生活困窮状態にあり、資力の回 査を実施した。
復が困難であると認められ、私債権の消滅時効期 調査結果を踏まえ、令和元年度中に債
間が経過しても、債務者による時効の援用がない 権管理条例を含めた今後の債権管理のあ
場合等は、原則として、議会の承認を受けなけれ り方を決定する。
ば、債権を放棄できない。
これに対して、他県では、債権管理条例を設け

て、債権放棄について、指針と要件を明確化して
いる事例がある。また、定型的に回収困難と認め
られる場合に、その他の法的手段をどの程度活用
すべきかといった点を定めている都府県もあり、
群馬県においても、債権管理条例の必要性につい
て検討すべきである。

２ 改正民法施行への対応 令和元年５月に、条例・規則等所管所 ○対応予定
（全庁的課題、１７頁） 属に対して民法改正に伴う条例等の改正

令和２年４月１日施行の民法の改正は、制定以 に関する点検を依頼した。
来の大きな改正であり、消滅時効の大幅な改正 また、令和元年度中に、民法改正に関
や、各種の契約に対する規律が変わり、経過措置 する通知を全庁に発出し、債権管理が適
が複雑であるなど、注意を要する項目が多岐にわ 切に行われるよう周知徹底を図る。
たる。
担当部署における課題の洗い出し、集約と対策

立案が喫緊の課題であり、対応を早急に検討する
必要がある。

監査対象 総務部総務課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

１ 不服申立ての教示 平成３０年４月に公立大学法人化され ◎措置済み
（大学授業料、２４頁） たことにより、大学の授業料債権は公債

納入通知及び督促に際して不服申立ての教示が 権ではなくなったため、不服申立ての教
されていない。不服申立ての教示は住民が行政処 示をする機会がない。
分を争う機会があることを示すものであり、公債
権であれば教示すべきである。

意見 改善措置 改善措置状況

３ 未収債権の督促手続のマニュアル化 平成３０年４月に公立大学法人化さ ◎措置済み
（大学授業料、２４頁） れ、大学の授業料収入は法人の自己収入

平成１５年度の外部監査での指摘事項として、 となったため、法人に対して、意見を踏
入学金・授業料等（納付金）未入金の督促手続き まえて今後適切な対応ができるようマニ
について、詳細にマニュアル化を進めるように指 ュアル化を検討するよう伝えた。
摘されていたところ、現在に至るまで、マニュア
ル化が進められていないため、今後、マニュアル
化を進めるべきである。

監査対象 生活文化スポーツ部文化振興課

意見 改善措置 改善措置状況

４ 消滅時効起算点の管理について 館林美術館においては、債権の種類に ◎措置済み



- 2 -

（親権者に対する損害賠償請求権（館林美術館）、 応じた適正な事務処理を行うよう、消滅
２９頁） 時効制度を改めて確認した。
当該債権は、不法行為に基づく損害賠償請求権 また、関連事項である意見２「改正民

であり、消滅時効の起算点は被害者である県が加 法施行への対応」と併せて消滅時効制度
害者及び損害を知った時点であるが、担当部署で の周知徹底を図る。
は当初調定において納期限と定めた日を消滅時効
の起算点として誤って把握していた。
債権ごとに、債権の性質を意識して消滅時効の

起算点を把握するようにするなど、消滅時効制度
の周知徹底を図るべきである。

５ 遅延損害金の算定 遅延損害金を算定の上、元の債権と併 ◎措置済み
（親権者に対する損害賠償請求権（館林美術館）、 せて管理することとした。
３０頁）
当該債権は、不法行為に基づく損害賠償請求権

であり、不法行為に基づく損害の発生と同時に、
何らの催告を要することなく遅滞に陥る（最高裁
昭和３７年９月４日判決）。
現在、無資力又はこれに近い状態にある債務者

の実情を踏まえて遅延損害金を請求しないとして
も、遅延損害金が債権として発生している以上、
債権として、適切な管理方法等を検討すべきであ
る。

６ 債権放棄の検討 令和元年度中に債務者の資力等を改め ○対応予定
（親権者に対する損害賠償請求権（館林美術館）、 て確認し、回収が困難と認められた場合
３０頁） は、債権放棄に向けた手続を進める。
当該債権が発生してから１０年以上が経過して

いるが、債務者が無資力又はこれに近い状態にあ
り、履行されたのは当初の債権総額のわずか
０．１３％に過ぎない。債権管理のための人件費
等のコストを考慮すれば、債務者に生活保護受給
証明書の提出を求めるなどした上で、速やかな債
権放棄を検討すべきである。

７ 債権の徴収停止及び放棄 債務者である法人が解散しており、事 ○対応予定
（行政財産使用料・光熱水費(自然史博物館)、 業再開の見込みがなく債権の回収は困難
使用料・光熱水費（３４頁） と考えられるため、令和元年度中に徴収
債務者である法人が未払金を残して撤退した後 停止及び債権放棄に向けた手続を進め

の平成２１年４月から本監査時点までの間に、債 る。
務者の取締役（債務者解散後は解散時の取締役）
を７９回訪問し、回収できたのはわずか１０万円
である。
また、債務者は平成２７年１月に解散し、事業

再開の見込みはなく、差し押さえることができる
財産もないことから、今後の管理コスト等を考慮
し、徴収停止及び債権放棄の検討を行うべきであ
る。

監査対象 こども未来部児童福祉課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

２ 未納者に対する指導の徹底 本事務に関する知識の早期定着を図る ○対応予定
（児童福祉法第５６条徴収金、５１頁） ため、令和元年６月１３日に新任者向け

児童相談所において、未納者に対して児童福祉 の学習会を実施した。
法第５６条費用徴収事務納入指導実施要領に沿っ また、同日開催の担当者会議におい
た指導ができていない事例があった。 て、本事務に関するマニュアルを令和元
同要領に則った指導が実施できるようにすべき 年度中に新たに作成することを決定し

であり、同要領を意識した実効的な納入指導体制 た。
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を整えることが望ましい。

３ 納入指導計画書の提出期限の遵守 実施要領に定められた期限について、 ◎措置済み
（児童福祉法第５６条徴収金、５２頁） これまでも各児童相談所へ通知を行って

各児童相談所が児童福祉課に提出する「納入指 いたが、内容を見直すとともに、担当者
導計画書」及び「納入指導強化月間報告書」につ へ改めて説明し、周知徹底を図った。
いて、東部児童相談所において児童福祉法第５６ 現在は、全ての児童相談所で納入指導
条費用徴収事務納入指導実施要領に定められた提 計画書の提出期限は守られている。
出期限が守られていなかった。
書面の提出は、定められた期限までに行うよう

徹底すべきである。

４ 請求先が不明な債権の管理 借受人及び連帯保証人については、戸 ○対応予定
（母子父子寡婦福祉資金貸付金、６８頁） 籍調査により相続人の存否を確認すると

借受人及び連帯保証人死亡、連帯借受人自己破 ともに、相続放棄の申述の有無を確認す
産で、返済を依頼する相手がいるのかどうか不明 る。また、連帯借受人については、自己
なまま１０年経過している債権が確認された。相 破産による免責決定がなされているかど
手先が存在するか不明なまま放置するのは望まし うかの確認を行う。
くなく、相続関係を早急に確認の上、請求できる これらの調査を令和元年９月までに完
者がいるならば請求し、相続放棄等により相続人 了させ、請求できる相続人等が確認でき
が存在しないならば、不納欠損処理すべきであ たものについては、当該相続人に対する
る。 請求手続を行い、相続放棄等により債権

の承継がなされていないことが確認され
たものについては、令和元年度中に不納
欠損処理を行う。

意見 改善措置 改善措置状況

８ 不服申立ての教示 今後発生する債権については、納入通 ◎措置済み
（児童扶養手当過払返納金、４１頁） 知書の送付文において不服申立ての教示

児童扶養手当資格喪失通知書及び支給停止通知 を行うこととした。
書において不服申立ての教示をしているが、納入
通知及び督促に際しては、不服申立ての教示がさ
れていない。
不服申立ての教示は住民が行政処分を争う機会

があることを示すものであり、公債権であれば教
示すべきである。

９ 財産調査 訪問の機会を捉え、債務者への聞き取 ◎措置済み
（児童扶養手当過払返納金、４１頁） りにより資産や収支の状況把握に努める

債務者の資産、収入や支出の状況を聴取してお こととした。
らず、支払能力や債権回収の見通しを把握できて
いない。
債権回収または不納欠損処理等の方針を決める

ための参考となる情報となりうることから、財産
調査に努めるべきである。

１０ 相続人の調査 債務者の配偶者、子、父母及び兄弟姉 ◎措置済み
（児童扶養手当過払返納金、４１頁） 妹（死亡している場合はその子）まで相

債務者の相続人である子に対して請求するのみ 続人の調査を行っている。
で、他に相続人がいるかどうか調査していない事
例があった。相続人を完全に把握できないままで
は適切な債権回収はできないため、債務者の相続
人の調査をすべきである。

１１ 調定件数の捉え方の統一 令和元年６月１３日に開催した本事務 ○対応予定
（児童福祉法第５６条徴収金、５２頁） 担当者会議において、調定件数の捉え方

当該債権に関する調定の実施方法について、児 など調定の実施方法を統一する方針を確
童相談所ごとに取扱いが若干異なっており、時効 認した。今後検討を進め、令和元年度中
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中断の効果が及ぶ範囲に影響することが考えられ に調定の実施方法について統一を図る。
る。管轄が異なるだけで、調定方法に差異が生ず
ることは妥当ではないため、統一すべきである。

１２ 時効消滅していない債権の発生時の資料 令和元年６月１３日に開催した本事務 ◎措置済み
（児童福祉法第５６条徴収金、５３頁） 担当者会議において、未収債権の発生に

時効消滅していない債権の決定書の写しや決定 係る書類については保存年限にかかわら
書作成時の起案用紙等について、中央児童相談所 ず、各児童相談所において延長する方針
及び東部児童相談所では、５年間を超えるものが を決定した。
保存されていなかった。
文書管理規程上、会計に関する資料の保存期間

は５年間であるが、債権の全てが消滅するまで
は、債権発生時の資料は全て残しておくべきであ
る。

１３ 債務者の市町村民税額調査 債務者の市町村民税額調査について ○対応予定
（児童福祉法第５６条徴収金、５３頁） は、関連事項である意見１５「徴収停止

「負担能力の認定」にあたっては、債務者の市 及び執行停止の検討」における改善措置
町村民税額の調査が行われているが、「費用の徴 の実施状況を勘案しつつ検討を進め、令
収」にあたっては調査が行われていなかった。 和元年度中に実施のため関係規定を整備
児童福祉法第５６条第４項には、当該債権の する。

「費用の徴収」に関して、必要があると認めると
きは、債務者の収入の状況につき、官公署に対し
必要な書類の閲覧もしくは資料の提供を求めるこ
とができる旨定められている。
市町村民税額の調査によって債務者の経済状況

を把握することは、執行停止の判断にあたっても
非常に有用であり、調査を実施すべきである。

１４ 分任出納員の任命 令和元年５月３１日に中央児童相談所 ◎措置済み
（児童福祉法第５６条徴収金、５４頁） において、家庭支援係及び施設里親支援

財務規則第５３条第２項の規定により、納入通 係の児童福祉司を分任出納員として任命
知書、納付書又は払込書の送付を受けた者から納 した。
付の申出を受けた場合に、直接収納することがで
きる者は、会計管理者、出納員又は分任出納員に
限られている。
西部児童相談所及び東部児童相談所では、債権

管理体制の充実を図るため、地方自治法第１７１
条第４項の規定により、担当児童福祉司を分任出
納員として任命しているが、中央児童相談所では
任命していないため、債務者宅を訪問した担当児
童福祉司が弁済を受けることができない。
また、取扱いが統一されていないことに合理性

はないため、中央児童相談所においても、児童福
祉司を分任出納員として任命し、当該債権の管理
体制の充実を図るべきである。

１５ 徴収停止及び執行停止の検討 令和元年６月１３日に開催した本事務 ○対応予定
（児童福祉法第５６条徴収金、５５頁） 担当者会議において、徴収停止及び執行

当該債権の徴収に関して、徴収停止や執行停止 停止の実施に向けて、対象とする事例の
が実施された事例は確認できなかった。 要件や実務上の課題を整理した上で検討
生活が困窮していると認められる債務者につい する方針を決定した。

て、特に、債務者から生活保護受給証明書が提出
されているような場合には、要件該当性を検討の
上、積極的に徴収停止や執行停止の実施を行うべ
きである。

１６ 債権管理方法 令和元年６月１３日に開催した本事務 ○対応予定
（児童福祉法第５６条徴収金、５５頁） 担当者会議において、児童福祉法第５６

中央児童相談所及び東部児童相談所では主に書 条費用徴収事務納入指導実施要領に加
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面で催告等を行っているところ、西部児童相談所 え、本事務に関する債権管理方法のマニ
では加えて訪問も行い、児童福祉司が積極的に債 ュアルを令和元年度中に作成することを
務者に対して債務の支払を呼びかけるなど、他の 決定した。
２所に比べて充実した債権管理を行っている。
ただし、西部児童相談所の債権管理方法につい

ても催告の頻度・方法を含め、十分とはいえない
ため、時限付きの債権管理担当職員の配置や業務
プロセス及びノウハウのマニュアル化等により、
債権管理体制の充実を図る必要がある。

１７ 時効完成後の管理 外部委託で管理している債権につい ○対応予定
（母子父子寡婦福祉資金貸付金、６８頁） て、定期的に交渉の有無等について管理

時効完成後も債権の管理を外部委託に出したま を行う。状況に進展が見られないものに
ま、あるいは、保健福祉事務所が直接管理し、積 ついては、適宜担当課と協議を行い、直
極的に債権回収や不納欠損処理をしないまま管理 接管理の上、生活状況調査を行うなど、
が長期化する事例が散見された。時効が完成して 積極的な対応を行い、要件に該当すれば
も、援用がなされなければ債権回収は可能ではあ 不納欠損処理を実施する。
るが、時効が完成するまで何ら返済が行われなか また、事務所で直接管理している債権
った債権であり、返済の可能性は極めて低い。 においても、担当課と協議を行い、外部
外部委託で管理している場合は、２～３年程度 委託に切り替えるなど、積極的な債権回

進展が見られないようであれば、直接管理に戻 収を推進する。
し、今後の対応を協議するなどの積極的な対応が
望ましい。また、直接管理している場合について
も同様に、担当課と相談の上、今後の対応を協議
することが望ましい。

１８ 要件該当性の判断の円滑化 各保健福祉事務所の相談事例を取りま ○対応予定
（母子父子寡婦福祉資金貸付金、７０頁） とめ、貸付金の使途ごとに検索できるよ

借受人の資格の要件は、群馬県母子及び父子並 うな仕組みを作る。
びに寡婦福祉法施行細則第２条に定められている
が、同条第２号の規定により、類似の貸付金を借
り受けている場合は要件に該当しないのが原則で
ある。
現状、類似の貸付金かどうかの判断を都度行っ

ていることから、予め予想ができる類似の貸付金
はリスト化するなどして円滑に判断すべきであ
る。

１９ 借用書の写しの交付 令和元年度から、貸付時に借受人に対 ◎措置済み
（母子父子寡婦福祉資金貸付金、７０頁） し、借用書・誓約書の写しを交付するこ

借受人には貸付決定通知書は手元に残るが、借 ととした。
用書は残らない。借用書は貸付けの内容が記載さ
れ、償還を約束する権利関係の基本的な書面であ
ることから、写しを交付して償還を意識してもら
うように努めるべきである。

２０ 不納欠損処理を視野に入れた滞納者の状況調査 係体制を整え、不納欠損を視野に入れ ◎措置済み
（母子父子寡婦福祉資金貸付金、７０頁） た滞納者の状況調査（戸籍調査、訪問調

太田保健福祉事務所では収入未済額が県内で突 査等）を行うこととした。
出して多いが、不納欠損処理を視野に入れた滞納
者の状況調査が進んでいない。調査が進めば、不
納欠損に該当する債権がある可能性が高いため、
調査を迅速に進められるよう対応を検討すべきで
ある。

２１ 組織内の体制の見直しもしくは人員の増員等 組織内の体制の見直しを行い、他業務 ◎措置済み
を検討 を他係へ移管し、係として貸付金業務に

（母子父子寡婦福祉資金貸付金、７０頁） 取り組む体制を整えた。
太田保健福祉事務所では収入未済額が県内で突

出して多いが、一律で各保健福祉事務所に担当者
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１名、相談員１名しかいないため、滞納者に対す
る状況調査に時間を要している。適正な債権管理
のために組織内の体制の見直しもしくは人員の増
員等を検討すべきである。

監査対象 健康福祉部健康福祉課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

５ 徴収活動状況記録票の記載 徴収活動状況記録票の記載について、 ◎措置済み
（生活保護返還金・徴収金、７９頁） 訪問時の状況の記録を徹底するととも

同居家族の交通事故の示談金を返還請求してい に、管理職を含めた組織的な確認体制を
る事例において、徴収活動状況記録票に「事故当 整備した。
時、同居家族であったか、当時のケース記録がな
く、確認できない」と記載され、担当者から上席
者まで５名の押印がなされているが、ケース記録
には、４回の訪問記録があり、当時同居していた
と思われる記録が確認できた。
担当者は事実を確認して実務に当たるととも

に、上席者は事実が不明確なまま実務を進めるこ
とのないよう指導すべきである。また、後任者が
分かりやすいように、徴収活動状況記録票に記載
する必要がある。

意見 改善措置 改善措置状況

２２ 生活保護法第６３条に基づく費用金額の算出 富岡保健福祉事務所内において、収入 ◎措置済み
（生活保護返還金・徴収金、８０頁） 認定控除について認識の統一を図るとと

富岡保健福祉事務所において、交通事故の示談 もに、返還金額の決定に当たっては、ケ
金からではなく、保護費から病院への交通費を差 ース診断会議で慎重に議論し、返還金額
し引いて、費用の返還金額を算出した事例があっ の適正な決定を行うことを徹底すること
た。交通費は自立のための金額とは考えにくいた とした。
め、差し引く必要はないと考える。

２３ 徴収活動状況記録票の記載 徴収活動を実施できない理由等がある ◎措置済み
（生活保護返還金・徴収金、８０頁） 場合は、経緯の記載を徹底するととも

富岡保健福祉事務所において、徴収活動状況記 に、記録票の管理を徹底することとし
録票の記載が２年半近くない事例があった。徴収 た。
活動を実施できない理由等がある場合は、その経
緯を記載しておくべきである。

２４ 生活保護法第７８条に基づく徴収金額の算定 挙証資料の徴取を確実に実施し、給与 ◎措置済み
（生活保護返還金・徴収金、８１頁） 証明等に基づきケース診断会議において

生活保護法第７８条に基づく徴収金額を算定す 徴収金額を決定することとした。
るにあたり、債務者からの事情聴取だけでなく、
債務者の主張する内容に客観的な裏付けがあるの
か否かを厳格に判断すべきであり、客観的な根拠
が確認できない場合には、徴収金の額を安易に減
額すべきではない。

２５ 徴収活動状況記録票への記載 事務処理要領に基づき、通信・面談等 ◎措置済み
（生活保護返還金・徴収金、８１頁） の実施記録及び記録票の管理を徹底する

徴収活動状況記録票について、平成２７年４月 こととした。
以降の記録がないものが１件、平成２９年６月や
８月以降の記録がないものが数件確認された。
群馬県生活保護費等返還金等に係る事務処理要

領第６に基づき、通信・面談等を実施した際に
は、状況等を徴収活動状況記録票へ記録するべき
であり、記載漏れを防止する体制作りが必要であ
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る。

２６ 債務者に対する催告等に関する体制作り ケース記録において返還対象者を明確 ◎措置済み
（生活保護返還金・徴収金、８２頁） 化すること、また、ケース訪問時におけ

館林保健福祉事務所において、他業務を兼務す る催促等や債権管理台帳への記録を行う
る債権管理担当者１名が２００件を超える債務者 体制を整えるなど、ケースワーカーとの
に対して催告等を行っている状況であるため、全 連携体制の見直しを行い、要領に基づい
ての債務者に対して年２回以上の催告等を行うこ た取扱いを徹底することとした。
とができていない。
群馬県生活保護費等返還金等に係る事務処理要

領第５第１項によれば、債務者に対して、少なく
とも年２回以上催告を行うこととされていること
から、債務者に対して年２回以上催告等を行うこ
とができる体制作りを行うべきである。

２７ 債務者の相続人の調査 相続人となる可能性がある者全員につ ◎措置済み
（生活保護返還金・徴収金、８２頁） いて、管轄裁判所宛て照会を行い、債務

吾妻保健福祉事務所において、債務の承継者の の承継者の有無を確認し、債務承継人を
有無の確認及び債務承継人の特定が行われていな 特定の上、催告を行った。
い事例があった。 同様の事例が発生した場合は、裁判所
兄弟を含め相続人となる可能性がある者全員に への照会を徹底し、債務の承継者の有無

ついて、被相続人の最後の住所地を管轄する家庭 の確認・債務承継人の特定を行うことと
裁判所に対して、相続放棄の申述の有無の照会を した。
行い（家事事件手続法第２０１条第１項、民法第
８８３条）、債務の承継者の有無の確認・債務承
継人の特定を行うべきである。

２８ 収入未済額を増大させないための対策 事前に被保護者に対して、制度説明を ◎措置済み
（生活保護返還金・徴収金、８３頁） 徹底することとした。

吾妻保健福祉事務所において、不正受給が発覚 また、当該事例のように悪質と認めら
して保護廃止決定がなされた元被保護者に対する れる事例を把握したときは、生活保護法
債権が大幅に増大している事例があった。収入未 第６２条第３項に基づく保護の停廃止の
済額の増大を防止するため、返還金及び徴収金の 措置をとることも含めてケース診断会議
事前説明の強化、被保護者の申告義務違反に対す で検討し、速やかに、かつ厳正に対処す
る厳正な対処、同種事例における保護廃止決定の る。
判断の早期化を図るべきである。

２９ 遊休不動産を有する被保護者に対する返還金 同様の事例においては、ケース診断会 ◎措置済み
の回収手段 議を開催し、関係所属とも連携して裁判

（生活保護返還金・徴収金、８４頁） 手続の活用も検討することとした。
担保に供されていない不動産を多数有する債務

者に対する生活保護法第６３条返還金について
は、裁判手続も活用して回収を図るようにするべ
きである。

監査対象 健康福祉部医務課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

６ 貸付金の返還義務が生じている者について長年 令和元年６月、返還計画書が未提出と ◎措置済み
調定を行っていない問題 なっている返還義務者に対し、一括返還

（看護師等修学資金返還金、９２頁） の調定を行った。
群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸 今後は、就業状況届や返還計画書等の

与条例第７条の規定により、修学資金の返還事由 届出義務を怠る者に対して年度当初に催
が生じた日の属する月の翌月から起算して、一定 告を実施し、催告後も反応を示さない場
の期間内に返還する義務が生じることから、返還 合は条例で定めた期間以内に返還するよ
の始期及び終期は明確である。 う調定を行うこととした。
しかし、現状では、同条例施行規則第１１条第 また、条例及び施行規則の改正を行

２項に基づく返還計画書が未提出又は記載事項に い、返還計画書を廃止し、借用証書の誓
不備があるなどの場合には調定を行わない運用と 約内容に基づき調定を行うことで、返還
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なっているため、適切な時期に調定を行うように 計画書の未提出等を理由とした事務処理
事務手続きを改善する必要がある。 の遅滞を防止することとした。

７ 消滅時効の起算点の適切な管理 消滅時効の起算点に関する従前の認識 ◎措置済み
（看護師等修学資金返還金、９３頁） を改め、調定月ごとに時効の起算点を管

群馬県保健師助産師看護師准看護師修学資金貸 理することとした。
与条例施行規則第１１条第１項の規定により、修 各債務者の月ごとの納入状況について
学資金の返還方法は月賦均等払であることから、 は個々の台帳を作成し、所属内で共有を
月毎に調定を行い、納期限までに納入されない場 図っている。
合には、調定毎に督促状を発付することになるた
め、消滅時効の起算点は、調定毎に１か月単位で
ずれることになる。
しかし、現状では、最終の調定の納期限を、貸

与した金額全体の消滅時効の起算点として捉えて
いることから、調定時期によっては、消滅時効期
間がすでに経過している金額が存在することとな
る。
現在の消滅時効の起算点の考え方は不適切であ

るため、速やかに取扱いを改めることが必要であ
る。

意見 改善措置 改善措置状況

３０ 保証人の保証意思の確認方法 施行規則の改正を行い、貸与申請時及 ◎措置済み
（看護師等修学資金返還金、９３頁） び連帯保証人変更時の印鑑証明書の提出

修学資金を貸与する際の連帯保証人の保証意思 及び借用証書への実印押印を義務付ける
の確認手段として、修学資金借用証書に連帯保証 こととした。
人の実印を押させた上で、印鑑証明書の添付を求
めるべきである。

３１ 債権の回収事務のマニュアル化 令和元年度中に債権の回収事務に関す ○対応予定
（看護師等修学資金返還金、９４頁） るマニュアルを作成する。

現状では、債権管理担当者によって催告の実施
方法等が異なっている。
人事異動等により、定期的に債権管理担当者が

変わることを踏まえると、継続的、効果的な債権
の回収事務を行うためには、債務者や連帯保証人
に対する催告の時期・頻度・方法、債務者や連帯
保証人が死亡した場合の相続人調査の実施方法等
についてマニュアル化を進め、債権管理担当者が
変わった場合でも、債権の回収事務が進められる
ように準備をしておくべきである。

３２ 債務者が死亡しているケースにおける債務者 債務者が死亡しているケースについ ◎措置済み
の相続人の確定と主債務の時効中断 て、相続人調査（戸籍謄本の徴収等）を

（看護師等修学資金返還金、９５頁） 実施し、相続人に対して請求を行うこと
債務者が死亡した場合に、相続人への請求を行 で主債務の消滅時効の中断を図った。

わず、連帯保証人から一部納付を受けたとして
も、債務者本人の主債務の消滅時効は中断しない
ため、相続人に対しても請求を行い、主債務の消
滅時効の中断措置を採ることが必要である。

監査対象 健康福祉部介護高齢課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

８ 貸付金の返還義務が生じている者に対し長年調 貸付金の返還の要否を確認するため、 ○対応予定
定を行っていない問題 貸付を行った修学生に介護業務への就業

（介護福祉士修学資金返還金、９９頁） 状況等に関する調査を実施し、返還義務
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群馬県介護福祉士修学資金貸与条例施行規則第 が生じる者については、令和元年度中に
１３条第２項に基づく修学資金返還計画書が提出 調定を行う。退学者等の群馬県介護福祉
されないまま、県からの催告に本人からの応答が 士修学資金貸与条例条例第９条で定める
なく、貸与してから１０年以上が経過し、時効期 返還事由に該当する者については、当該
間が経過した事例があった。 調査への回答の有無に関わらず、令和元
貸付金の返還義務が生じている者について、定 年度中に全額調定を行う。

められた期間内に完納となるように、調定を行
い、返還請求する必要がある。

意見 改善措置 改善措置状況

３３ 修学資金貸与契約書と修学資金返還計画書の これまでも猶予決定や返還計画承認等 ◎措置済み
氏名及び筆跡 の際、貸与者に加え、連帯保証人にも通

（介護福祉士修学資金返還金、９９頁） 知して周知・確認を図っているが、返還
修学資金返還計画書の修学生及び連帯保証人２ 計画書が提出されたときには氏名や筆跡

名の筆跡が同一人物の筆跡と思われ、また、同計 の確認を徹底し、疑義がある場合には、
画書及び貸与時の契約書に記載された連帯保証人 必ず貸与者に確認することとした。
の氏名（漢字）と筆跡がそれぞれ異なる事例があ
った。
修学資金返還計画書を受け取った際には、本人

及び連帯保証人の筆跡を確認する必要がある。

３４ 修学資金返還金額の貸与者への通知 返還金額の算出に関しては誤りのない ◎措置済み
（介護福祉士修学資金返還金、９９頁） よう複数人で入念に確認した上で、貸与

修学資金返還計画書の提出を求める際、記載事 者宛て通知することとした。
項として県が示した返還額に誤りがあり、書類の
再提出を依頼したものの、その後再提出されない
事例があった。
貸与者に返還金額を示す際には、金額に誤りが

ないよう、内部統制の充実を図るべきである。

３５ 債務者の問合せに対応していない事例 貸与者から問合せがあり、対応につい ◎措置済み
（介護福祉士修学資金返還金、１００頁） て検討が必要と判断したものであって

在職期間証明書が提出できない代わりに、年金 も、１か月以内に回答を行うこととし
加入歴の写しでもよいかと問い合わせがあり、県 た。
で対応を検討するとしながら対応されていない。
早急に対応を協議し、修学生に回答すべきであ

る。

３６ 書類送付後等のフォロー 書類送付時には、期限を明確に設けて ◎措置済み
（介護福祉士修学資金返還金、１００頁） 必要書類の提出を促している。送付後、

適時に連絡を取り、フォロー等をしていれば、 期限を経過しても提出がない場合には、
違った結果となった可能性がある事例が９件検出 提出期限から１か月以内に貸与者へ連絡
された。 することとした。
書類がなかなか返送されないようであれば、電

話で連絡するなどして、貸与者が失念することの
ないようフォローし、書類の提出に努める必要が
ある。

３７ 退学あるいは離職後、通知等の送付以外に本 修学資金返還計画書の提出を求める際 ◎措置済み
人と連絡を取った記録がない事例 には通知等を送付しているが、提出がな

（介護福祉士修学資金返還金、１０１頁） い者については、電話や家庭訪問等によ
修学資金返還計画書の提出を依頼する際、通知 り状況確認を行うことで早期提出を求め

等の送付以外に本人と連絡を取った記録がない事 ることとした。
案が５件検出された。
群馬県介護福祉士修学資金貸与条例施行規則で

は、返還の理由が生じた日から１５日以内に修学
資金返還計画書を提出することとされており、ま
た同計画書は調定に必要な書類であることから、
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早急な対応が求められる。

３８ 時効期間の経過前になすべき措置 返還事由に該当する者に対しては、電 ◎措置済み
（介護福祉士修学資金返還金、１０１頁） 話や家庭訪問等により状況確認を行い、

除籍から時効期間の経過まで、債権回収の活動 納入に関する個別相談に応じることとし
記録がなく、催告通知等の送付以外に本人と連絡 た。
を取った記録がない事例があった。 長年応答がない者に対しては、督促等
時効期間経過前にどのような措置を採ったのか により時効中断の措置を行うとともに、

明らかにし、長年応答がない修学生に対して時効 経過記録を記録簿に残すこととした。
中断（更新）措置を採るよう尽力すべきである。

監査対象 健康福祉部保健予防課

意見 改善措置 改善措置状況

３９ 時効中断 同様の事例が発生した場合には、各債 ◎措置済み
（特定疾患医療給付に係る返還金、１０５頁） 権の時効を中断するよう、入金された配

同一債権者に対する２つの債権について、配当 当金については比例按分により充当する
あん

金を比例按分して充当しなかったことにより、時 こととした。
あん

効の援用により時効が完成し、不納欠損処理を行
った事例があった。

比例按分により配当金が入金された場合、同一
あん

債務者（破産者）に対する複数の債権を有してい

たのであれば、比例按分により充当し、各債権の
あん

時効を中断させるべきである。

監査対象 健康福祉部障害政策課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

９ 未納者に対する指導の徹底 本事務に関する知識の早期定着を図る ○対応予定
（心身障害児（者）措置費、１２７頁） ため、令和元年６月１３日に新任者向け

児童相談所において、未納者に対して児童福祉 の学習会を実施した。
法第５６条費用徴収事務納入指導実施要領に沿っ また、同日開催の担当者会議におい
た指導ができていない事例があった。 て、本事務に関するマニュアルを令和元
同要領に則った指導が実施できるようにすべき 年度中に新たに作成することを決定し

であり、同要領の精査・見直しを通じてより実務 た。
に即した事務マニュアルを再検討の上、負担金事
務担当者のみならず担当児童福祉司にも重点的に
周知することで実効的な指導体制を整えることが
望ましい。

１０ 納入指導計画書の提出期限の遵守 実施要領に定められた期限について、 ◎措置済み
（心身障害児（者）措置費、１２８頁） これまでも各児童相談所へ通知を行って

各児童相談所が児童福祉課に提出する「納入指 いたが、内容を見直すとともに担当者へ
導計画書」及び「納入指導強化月間報告書」につ 改めて説明し、周知徹底を図った。
いて、東部児童相談所において児童福祉法第５６ 現在は、全ての児童相談所で納入指導
条費用徴収事務納入指導実施要領に定められた提 計画書の提出期限は守られている。
出期限が守られていなかった。
書面の提出は、定められた期限までに行うよう

徹底すべきである。

意見 改善措置 改善措置状況

４０ 収入未済額の処理 令和元年度中に相続人の特定作業を進 ○対応予定
（補装具費、１０９頁） め、相続人に請求できるか、または、不

当該債権の収入未済２件は金額が少額であり、 納欠損処理すべきかを検討し、必要な対
また、平成２４年度以降、新規の債権は県の管理 応を行う。
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から外れていることから、早急に相続人を特定
し、請求できる者がいるならば請求し、相続放棄
等により相続人が存在しないならば、不納欠損処
理すべきである。

４１ 扶養義務者（相続人）の財産調査 今後同様の事例が発生した場合には、 ◎措置済み
（障害児福祉手当返還金、１１７頁） 扶養義務者に対して、申告に基づく財産

扶養義務者の財産調査として、認定時の収入に 調査だけではなく、確定申告や決算書等
関する資料入手と各年度の市民税の課税所得の確 の任意の提出を求め、調査を実施するこ
認のみならず、扶養義務者（相続人）の確定申告 ととした。
書や決算書、名寄帳等の入手を試みた上で、財産
及び収入に関する相続人の言い分の真偽を確かめ
ながら、回収の方法を探ることが望ましい。

４２ 扶養義務者以外の相続人の調査 今後同様の事例が発生した場合には、 ◎措置済み
（障害児福祉手当返還金、１１８頁） 届けられている扶養義務者以外の相続人

渋川保健福祉事務所及び太田保健福祉事務所に の状況、財産状況等を確認することとし
おいて、扶養債務者以外の相続人に対する調査及 た。
び請求が不十分である事例があった。
債務者が死亡した場合、債務は分割相続される

ため、相続関係の正確な調査をして相続人を全て
洗い出さなければ、一部請求しかできないことに
なりかねない。扶養義務者以外の相続人について
も調査すべきである。

４３ 異動状況調査 監査対象となった事務所では、既に書 ◎措置済み
（障害児福祉手当返還金、１１８頁） 面での提出となっているが、他の事務所

異動状況調査を実効的にするため、住民基本台 においても町村から書面等による提出を
帳の照合による異動状況の確認について、電話に 求めるよう徹底した。
よる回答ではなく、例えば照合年月日及び照合し
た担当者の氏名の回答を書面で求めるべきであ
る。

４４ 時効中断措置 同様の事例が発生した場合は、口頭で ◎措置済み
（障害児福祉手当返還金、１１８頁） 返還を求めるだけではなく、書面による

時効中断措置を採ることなく時効により不納欠 返還計画書（債務承認書）を作成し、債
損処理した債権が確認された。時効完成が近づい 務者に署名を求めることで時効中断措置
た場合には、債務者を訪問の上、債務承認書の作 を採ることとした。
成を求めて時効中断措置を採るべきである。

４５ 不服申立ての教示 同様の事例が発生した場合は、受給資 ◎措置済み
（障害児福祉手当返還金、１１９頁） 格喪失通知書及び支給停止通知書におい

障害児福祉手当資格喪失通知書及び支給停止通 て不服申立ての教示をするだけではな
知書において不服申立ての教示をしているが、納 く、納入通知及び督促に際しても、文書
入通知及び督促に際しては、不服申立ての教示が で不服申立ての教示を行うこととした。
されていない。
不服申立ての教示は住民が行政処分を争う機会

があることを示すものであり、公債権であれば教
示すべきである。

４６ 調定件数の捉え方の統一 令和元年６月１３日に開催した本事務 ○対応予定
（心身障害児（者）措置費、１２９頁） 担当者会議において、調定件数の捉え方

当該債権に関する調定の実施方法について、児 など調定の実施方法を統一する方針を確
童相談所ごとに取扱いが若干異なっており、時効 認した。今後検討を進め、令和元年度中
中断の効果が及ぶ範囲に影響することが考えられ に調定の実施方法について統一を図る。
る。管轄が異なるだけで、調定方法に差異が生ず
ることは妥当ではないため、統一すべきである。

４７ 時効消滅していない債権の発生時の資料 令和元年６月１３日に開催した本事務 ◎措置済み
（心身障害児（者）措置費、１２９頁） 担当者会議において、未収債権の発生に
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時効消滅していない債権の決定書の写しや決定 係る書類については保存年限にかかわら
書作成時の起案用紙等について、中央児童相談所 ず、各児童相談所において延長する方針
及び東部児童相談所では、５年間を超えるものが を決定した。
保存されていなかった。
文書管理規程上、会計に関する資料の保存期間

は５年間であるが、債権の全てが消滅するまで
は、債権発生時の資料は全て残しておくべきであ
る。

４８ 債務者の市町村民税額調査 債務者の市町村民税額調査については ○対応予定
（心身障害児（者）措置費、１３０頁） 関連事項である意見５０「徴収停止及び

「負担能力の認定」にあたっては、債務者の市 執行停止の検討」における改善措置の実
町村民税額の調査が行われているが、「費用の徴 施状況を勘案しつつ検討を進め、令和元
収」にあたっては調査が行われていなかった。 年度中に実施のため関係規定を整備す
児童福祉法第５６条第４項には、当該債権の る。

「費用の徴収」に関して、必要があると認めると
きは、債務者の収入の状況につき、官公署に対し
必要な書類の閲覧もしくは資料の提供を求めるこ
とができる旨定められている。
市町村の税務事務関係課から回答が得られない

懸念はあるが、市町村民税額の調査によって債務
者の経済状況を把握することは、執行停止の判断
に当たっても非常に有用であり、調査を実施すべ
きである。

４９ 分任出納員の任命 令和元年５月３１日に中央児童相談所 ◎措置済み
（心身障害児（者）措置費、１３０頁） においても、家庭支援係及び施設里親支

財務規則第５３条第２項の規定により、納入通 援係の児童福祉司を分任出納員として任
知書、納付書又は払込書の送付を受けた者から納 命した。
付の申し出を受けた場合に、直接収納することが
できる者は、会計管理者、出納員又は分任出納員
に限られている。
西部児童相談所及び東部児童相談所では、債権

管理体制の充実を図るため、地方自治法第１７１
条第４項の規定により、担当児童福祉司を分任出
納員として任命しているが、中央児童相談所では
任命していないため、債務者宅を訪問した担当児
童福祉司が弁済を受けることができない。
また、取扱いが統一されていないことに合理性

はないため、中央児童相談所においても、児童福
祉司を分任出納員として任命し、当該債権の管理
体制の充実を図るべきである。

５０ 徴収の停止及び執行停止の検討 令和元年６月１３日に開催した本事務 ○対応予定
（心身障害児（者）措置費、１３１頁） 担当者会議において、徴収停止及び執行

当該債権の徴収に関して、徴収停止や執行停止 停止の実施に向けて、対象とする事例の
が実施された事例は確認できなかった。 要件や実務上の課題を整理した上で、検
生活が困窮していると認められる債務者につい 討する方針を決定した。

て、特に、債務者から生活保護受給証明書が提出
されているような場合には、要件該当性を検討の
上、積極的に徴収停止や執行停止の実施を行うべ
きである。

５１ 債権管理方法 令和元年６月１３日に開催した本事務 ○対応予定
（心身障害児（者）措置費、１３２頁） 担当者会議において、児童福祉法第５６

中央児童相談所及び東部児童相談所では主に書 条費用徴収事務納入指導実施要領に加
面で催告等を行っているところ、西部児童相談所 え、本事務に関する債権管理方法のマニ
では加えて訪問も行い、児童福祉司が積極的に債 ュアルを令和元年度中に作成することを
務者に対して債務の支払を呼びかけるなど、他の 決定した。
２所に比べて充実した債権管理を行っている。
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ただし、西部児童相談所の債権管理方法につい
ても催告の頻度・方法を含め、十分とはいえない
ため、時限付きの債権管理担当職員の配置や業務
プロセス及びノウハウのマニュアル化等により、
債権管理体制の充実を図る必要がある。

５２ 徴収簿及び滞納督促記録の管理 令和元年度中に徴収簿と滞納督促記録 ○対応予定
（施設設備の修繕費用等、施設入所特定費用、施設 を統合し、債務者ごとに情報を集約した
入所利用者負担金、１３８頁） 形で台帳化を実施する。
徴収簿には債権の残高及び入金額が記載されて

いるが、滞納の原因や過去の債務者との交渉記録
は滞納督促記録に記載されており、別で管理され
ている。情報共有や人事異動における引継ぎの円
滑化を図るためにも、徴収簿に債務者との過去の
交渉記録を残すべきである。

５３ 延滞発生後の債務者の財産調査 令和元年度上期で債権者の収入、資産 ○対応予定
（施設入所特定費用、施設入所利用者負担金、 状況等、市町村への調査方法について検
１３８頁） 討を行い、下期で債務者の財産調査を実
現状、債務者の財産調査を実施していない。債 施する。

権の回収可能性、有効な手段の有無等に関する適
切な判断を行うために、債務者の財産調査を実施
すべきである。

５４ 債務者の近況把握 保護者の来所時に面接を実施している ◎措置済み
（施設入所特定費用、施設入所利用者負担金、 が、加えて、家庭訪問についても令和元
１３８頁） 年度中に定期的に実施することとした。
債権回収には、債務者の最新の情報を把握する

必要があるため、電話連絡だけでなく、債務者を
訪問し、債務者との面談も定期的に実施すべきで
ある。

５５ 債務者との連絡 債務者の状況確認のため、定期的な連 ◎措置済み
（施設入所特定費用、施設入所利用者負担金、 絡を令和元年度中に実施することとし
１３８頁） た。
債務者と長期にわたり連絡が取れていない事例

があった。当該債権においては、連帯保証人がつ
いておらず、債務者本人からの返済しか望めな
い。債務者が所在不明となることを未然に防ぐた
め、定期的に連絡を取るようにする必要がある。

５６ 文書の保存期間 債権管理に関する書類については保存 ◎措置済み
（施設入所特定費用、施設入所利用者負担金、 年限にかかわらず、債権消滅となるまで
１３８頁） 適切に管理するよう平成３０年度中に対
当該債権の関連書類は文書管理規程上の保存期 応した。

間５年の文書に該当するため、保存期間が経過し
廃棄されている書類があった。
時効が完成していない債権に関する書類は、訴

訟等になった場合に証拠書類等になる可能性があ
るため、保存期間を見直すべきである。

５７ 給与の支給時期 令和２年４月１日からの会計年度任用 ◎措置済み
（嘱託職員報酬返納金、１３９頁） 職員制度への移行にあわせて、翌月１０

当該債権が発生した原因は、職員の給与の支払 日を支給日とした（条例制定済み）。
いが当月末締め当月２１日払い、すなわち、当月
２１日に月末分の給与を前払いする取扱いにあ
る。
給与の前払いをやめて、例えば２０日締めの

２５日払い等に給与の計算方法を変更することも
必要である。
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監査対象 森林環境部林業振興課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

１１ 破産免責許可決定となった債務者に対する貸 債務者が破産、免責決定した場合は、 ◎措置済み
付債権に関する債権放棄 破産免責制度の趣旨や債権保全の観点か

（林業・木材産業改善資金等、１５４頁） ら、債務者への請求は行わず、連帯保証
債務者が破産、免責許可決定した後も債務者か 人への請求に切り替える等の取扱いを徹

ら弁済を受けている事例があった。 底する。
債務者が破産、免責許可決定となっている場合

は、速やかに債権放棄等を行うべきである。

１２ 林業後継者等特別対策資金貸付金管理台帳の 群馬県林業後継者等特別対策資金事務 ○対応予定
作成 取扱要領第１１で定める管理台帳の作成

（林業・木材産業改善資金等、１５５頁） については、従前から県森林組合連合会
群馬県林業後継者等特別対策資金事務取扱要領 に対する事務委託契約書で定める貸付金

第１１の規定により、林業振興課及び群馬県森林 管理カードを作成することで代える運用
組合連合会は林業後継者等特別対策資金貸付金台 を行っている。
帳を作成し、償還状況等を明確に記録すべきであ 貸付金管理カードは管理台帳の様式に
る。あるいは現在の運用状況に合わせ、事務取扱 準じて作成されていることから、現在の
要領を改正すべきである。 運用状況に併せて事務取扱要領を改正す

る。

意見 改善措置 改善措置状況

５８ 県森林組合連合会の定期報告 債権管理等の最終責任が県にあること ○対応予定
（林業・木材産業改善資金等、１５６頁） を踏まえ、適切な債権保全（回収）業務

県は県森林組合連合会との間で、林業・木材産 が行われるよう、委託先である県森林組
業改善資金及び林業後継者等特別対策資金に関し 合連合会から、催告業務の状況等につい
て業務委託契約を締結し、債権保全（回収）業務 て定期的に報告を受けることとする。
を委託をしている。
しかし、債権管理等の最終責任は県にあること

から、県森林組合連合会から定期的に実施状況に
ついて報告を求め、指導監督する責任がある。
現状では、県森林組合連合会に対して、催告業

務の状況等について報告を求めていないため、定
期的に報告を受け、適切な債権保全（回収）業務
が行われるように改善していく必要がある。

５９ 貸付債権の時効管理の方法 時効中断事由である一部納入（日）と ○対応予定
（林業・木材産業改善資金等、１５６頁） 分納誓約書の徴求（日）等について、時

時効中断事由である一部納入（日）と分納誓約 効の管理方法を見直し、リスク低減を図
書の徴求（日）について、管理されている複数の る。
表を確認しなければ、時効の起算点が把握できな 連帯保証人からのみ一部納入を受けて
い状況であるが、一つの表で時効の管理を行うこ いる事例や主債務者の相続人に対して請
とで、リスク低減につながる。 求を行っていないケースについては、主
また、連帯保証人からのみ一部納入を受けてい 債務者やその相続人について調査を行い

る事例や主債務者の相続人に対して請求を行って 主債務の時効中断を図るよう留意する。
いない事例があったが、いずれも時効を中断する
効力はなく、将来的に主債務の消滅時効を援用さ
れるリスクがあることから、主債務の時効中断を
図ることについても留意をする必要がある。

６０ 債権回収が困難な場合の対応方針 延滞が発生した場合は、面談による事 ◎措置済み
（林業・木材産業改善資金等、１５７頁） 情聴取、連帯保証人への請求等により、

債務者が生活保護受給者となった後も債権回収 延滞の早期解消及び債権保全に努める。
を継続し、納入が滞っている事例があった。通 特に債務者が生活保護受給者となった場
常、生活保護受給者には資力、返済能力がないと 合等、債務者から弁済を受けることが困
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考えられることから、債務者の生活再建及び費用 難とされる場合は、連帯保証人への請求
対効果の点から、債権回収が困難であると判断さ に切り替える等の取扱いを徹底する。
れる場合の対応方針を検討することが必要であ
る。

監査対象 農政部農業構造政策課

意見 改善措置 改善措置状況

６１ 文書の保存期間 処理が終了していない債権に関する書 ◎措置済み
（農業改良資金貸付金、１６１頁） 類は、保存期限が到来した際に確認を行

当該債権の関連書類は文書管理規程上の保存期 い、保存期限を延長することとした。
間５年の文書に該当するため、保存期間が経過し
廃棄されている書類があった。
時効が完成していない債権に関する書類は、訴

訟等になった場合に証拠書類等になる可能性があ
るため、保存期間を見直すべきである。

６２ 延滞発生後の債務者の財産調査 債務者と面会した際は、定期的に決算 ◎措置済み
（農業改良資金貸付金、１６１頁） 書類の確認等の財務調査を行うこととし

現状、債務者の財産調査を実施していない。債 た。
権の回収可能性、有効な手段の有無等に関する適
切な判断を行うために、債務者の財産調査を実施
すべきである。

６３ 督促・催告以外の手段の検討 関連事項である意見１「債権管理条例 ○対応予定
（農業改良資金貸付金、１６２頁） の必要性についての検討」とあわせて対

督促や催告を繰り返すだけではなく、債務者の 応する。
債務返済能力を適切に評価した上で、群馬県農業
改良資金延滞等に係る取扱要領に記載されている
法的手段による回収や債権放棄等も考慮すべきで
ある。
ただし、現状では、長期延滞債権について、債

権回収の基本方針を示す債権管理条例等が存在し
ないため、担当部署の判断だけでは、督促や催告
を超えた手段の実施は困難とも考えられるので、
全庁的課題として検討する必要がある。

６４ 債務者への定期的な訪問 債務者へ定期的な訪問を行い、債務者 ◎措置済み
（農業改良資金貸付金、１６２頁） との面談を実施することとした。

債権回収においては、債務者の最新の情報を把
握する必要があるため、債務者を定期的に訪問
し、債務者との面談を実施すべきである。

６５ 連帯保証人からの回収 債務者からの返済が遅滞している場合 ◎措置済み
（農業改良資金貸付金、１６２頁） は、連帯保証人へも定期的な訪問や現況

債務者からの返済が遅滞している場合、連帯保 確認等を行い、連帯保証人からも積極的
証人からも積極的に回収を図るべきである。 に債権の回収を図ることとした。
連帯保証人が代位弁済すれば、当然債務者本人

に求償権を行使するはずであり、結果として債務
者本人の弁済の意識も高めることができると考え
る。

６６ 債務者との連絡 連帯保証人が定期的に納付している場 ◎措置済み
（農業改良資金貸付金、１６３頁） 合であっても、債務者本人へ定期的に訪

連帯保証人が定期的に納付しているため、債務 問等を行うこととした。
者と長期にわたり連絡が取れていない事例があっ
た。連帯保証人に万が一のことがあり、仮に保証
債務の相続がなされない場合には、債務者本人か
らの返済しか望めなくなるため、早い時期に債務
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者本人の所在をつきとめる必要がある。

監査対象 産業経済部商政課

意見 改善措置 改善措置状況

６７ 貸付事務の適正化 「中小企業高度化資金貸付に係る事務 ◎措置済み
（中小企業高度化資金貸付金、１７５頁） フロー」に基づき適正に事務処理が行わ

貸付事務については、新たに作成した事務全体 れているか、主担当者、副担当者及び係
のフローに基づき取扱いを行い、事務手続き上の 長の複数人で確認を行うこととした。
ミスが生じないように複数人で確認を行うなど、
貸付事務が適正に行われる体制を確保していくこ
とが重要である。

６８ 債権管理業務に関するマニュアル化の検討 継続的かつ効果的な債権管理業務が行 ◎措置済み
（中小企業高度化資金貸付金、１７５頁） えるよう、令和元年５月に「中小企業高

現在の債権管理業務の手法を一定程度マニュア 度化資金の債権管理業務に関するマニュ
ル化しておくことで、担当者等の変更があった場 アル」を策定した。
合にも、継続的、効果的な債権管理業務がなされ
ることが期待できることから、マニュアル化につ
いて検討することが望ましい。

６９ 融資枠の設定 制度融資の融資枠は、各資金の利用実 ◎措置済み
（損失補償契約、１８５頁） 績と経済情勢急変時に当面対応可能な範

毎年度、制度融資の融資枠を設定しているが、 囲等を考慮して適正に設定しているが、
設定基準等が明確にはなっていないため、根拠等 令和２年度当初予算から、こうした判断
を明確にしておくことが必要である。 根拠を書面として残すなどの対応によ

り、明確化を行う。

監査対象 産業経済部労働政策課

意見 改善措置 改善措置状況

７０ 債権放棄の判断 回収見込みの乏しい債権であることか ○対応予定
（元労働相談員への過払報酬、１８９頁） ら、令和元年度中に債権放棄に向けた処

債権金額が少額で、取立てに要する費用に満た 理を行っていく。
ないと認められるときや債務者が生活保護法の適
用を受けているなど、著しい生活困窮状態にあ
り、資力の回復が困難であると認められる場合
は、債権放棄の判断を先送りせず、回収見込みの
乏しい債権の回収に時間と労力をかけ続けるのを
やめるべきである。

７１ 非常勤嘱託職員の給与支払時期 令和２年４月１日からの会計年度任用 ◎措置済み
（元労働相談員への過払報酬、１９０頁） 職員制度への移行にあわせて、翌月１０

当該債権が発生した原因は、非常勤嘱託職員の 日を支給日とした（条例制定済み）。
給与の支払いが当月末締め当月２１日払い、すな
わち、当月２１日に月末分の給与を前払いする取
扱いにある。
非常勤嘱託職員の給与の前払いをやめて、翌月

払いなどの合理的支給方法に変更すべきである。

７２ 提訴・訴訟追行・強制執行準備のノウハウの 関連事項である意見１「債権管理条例 ○対応予定
共有 の必要性についての検討」とあわせて対

（元労働相談員への過払報酬、１９０頁） 応する。
本件では、担当職員が顧問弁護士や学事法制課

と相談しながら、精力的に訴訟活動を展開し、勝
訴判決を得て、強制執行も実施できるレベルにま
で財産調査を進めた事例であるため、各部署間で
提訴・訴訟追行・強制執行準備のノウハウを共有
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し、本件で得た教訓を活かすべきである。

監査対象 県土整備部道路管理課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

１３ 契約書の保存 文書の管理に当たっては、文書管理規 ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 程に基づき実施し、必要に応じて保存期
剰額に係る返還利息、１９８頁） 間の延長を行い対応しているところであ
桐生土木事務所において、債権が未回収である るが、本案件は誤って廃棄したものであ

にも関わらず、債権に関する契約の根拠資料が、 る。
文書管理規程上の保存期間を経過し、破棄されて 保存期間が終了する際には、該当事案
いた。 が完結しているかを確認し、完結してい
債権未回収であれば保存を延長すべきである。 ない場合は保存期間を延長するなど適正

な文書管理を行うよう令和元年６月２８
日付けで通知し、改めて徹底した。

１４ 不納欠損処理の不適切な事務 平成３０年２月１９日に権利の放棄に ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 ついての議案を提出（同年３月８日議
剰額に係る返還利息、１９８頁） 決）し、同月１５日に不納欠損処理を行
法人である債務者について、回収可能性がない った。

ことが明らかな類型である破産手続廃止の根拠資 同様な案件が発生した場合は、速やか
料を入手した場合、適時・適切に不納欠損処理を に情報把握に努め、適時、不納欠損処理
すべきである。 を行うこととした。

意見 改善措置 改善措置状況

７３ 出来高を判断する職員と債権管理担当の職員 不納欠損処理に向けて、土木事務所総 ◎措置済み
との情報共有 務係が情報を収集しており、債権管理担

（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 当の職員は工事に関する情報を把握して
剰額に係る返還利息、１９９頁） いる。
債権回収の段階に入った際に、債務者である受

注者が工事続行不能となる前の打合書等の情報
を、債権管理担当の職員が関知していない事例が
あった。
打合書に記載された情報等は、職員間で情報を

共有すべきである。

７４ 不納欠損処理に向けた情報収集 令和元年度に法人の事業の状況や財産 ○対応予定
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 調査を実施した。
剰額に係る返還利息、１９９頁） 調査の結果、債権の回収が不可能であ
債権者の財産状況等の情報収集が不十分である るため、不納欠損処理までの間、徴収停

ため、債務者である法人の事業が廃止されている 止とする。
状況や財産の状況等の情報を収集して、不納欠損
処理に向けて動くべきである。

７５ 債務者本人死亡の場合の相続人の調査 債務者本人の出生から死亡までの戸籍 ◎措置済み
（道路占用料、２０３頁） を取得し、相続人の調査を実施した。

債務者本人が死亡した場合の相続人の調査が不
十分であるため、債務者本人の出生から死亡まで
の戸籍を取得するなどして相続人の調査を尽くす
べきである。

７６ 債務者本人死亡の場合の相続放棄の有無 家庭裁判所に対し、相続放棄や限定承 ○対応予定
（道路占用料、２０４頁） 認の申述の有無を照会する。

債務者本人の死亡後、法定相続人である子の所
在が不明のため、未納が継続している事例があっ
た。
被相続人の債権者等の利害関係人であれば、被
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相続人の最後の住所地を管轄する家庭裁判所に対
し、相続放棄や限定承認の申述の有無を照会する
ことができるため、今後、債務者本人が死亡した
場合は、３か月が経過した時点で相続放棄の有無
を確認するなどして、調査を尽くすべきである。

監査対象 県土整備部道路整備課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

１５ 適時の不納欠損処理 平成３０年２月１９日に権利の放棄に ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 ついての議案を提出（同年３月８日議
剰額に係る返還利息、２０９頁） 決）し、同月１９日に不納欠損処理を行
法人である債務者が異時廃止決定により消滅し った。

た場合、債務が帰属すべき法主体が存在しなくな 同様の案件が発生した場合は、速やか
ることから、当該債務は当然に消滅するものとさ な情報把握に努め、適時に不納欠損処理
れている。 を行うこととした。
法人である債務者が破産手続により異時廃止決

定を受けた場合は、不納欠損処理をすべきであ
る。

意見 改善措置 改善措置状況

７７ 債務者との経過の記録 同様の案件が発生した場合は、債務者 ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 との接触経過及び時効管理が認識できる
剰額に係る返還利息、２０９頁） 記録を整備することとした。
本債権は日常的に発生するものではないが、債

務者の事業の廃止等により回収できなくなる事例
は今後も起こり得るため、経過がわかる記録があ
ることが望ましい。

７８ 時効を意識できる記録の作成 同様の案件が発生した場合は、債務者 ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 との接触経過及び時効管理が認識できる
剰額に係る返還利息、２０９頁） 記録を整備することとした。
現状、時効を意識できるような記録がない。調

定日、納期限、最後の弁済日等を一覧できるよう
にして、時効の管理をすべきである。

監査対象 県土整備部河川課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

１６ 適時の不納欠損処理 平成３０年２月１９日に権利の放棄に ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 ついての議案を提出（同年３月８日議
剰額に係る返還利息、２１５頁） 決）し、同月２６日に不納欠損処理を行
債務者である法人が破産手続において異時廃止 った。

決定を受け、登記が閉鎖されたことが判明した場 同様の案件が発生した場合は、速やか
合、その段階で不納欠損処理をすべきである。 な情報把握に努め、適時に不納欠損処理

を行うこととした。

１７ 契約書の保存 文書の管理に当たっては、文書管理規 ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 程に基づき実施し、必要に応じて保存期
剰額に係る返還利息、２１６頁） 間の延長を行い対応しているところであ
当該債権に関する契約の根拠資料について、債 るが、本案件は誤って廃棄したものであ

権が未回収であるにも関わらず、文書管理規程上 る。
の保存期間が経過し、破棄されていた。 保存期間が終了する際には、該当事案
債権未回収であれば保存を延長すべきである。 が完結しているかを確認し、完結してい

ない場合は保存期間を延長するなど適正
な文書管理を行うよう令和元年６月２８
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日付けで通知し、改めて徹底した。

１８ 直接収納できる者の徹底 新たに土木事務所で分任出納員を任命 ◎措置済み
（河川占用料、２２２頁） できるよう、分任出納員に対する出納員

財務規則第５３条第２項の規定により、納入通 の事務の委任に関する告示（平成１９年
知書、納付書又は払込書の送付を受けた者から納 ４月２０日告示第１７１号）を改正した
付の申し出を受けた場合に、直接収納することが （平成３１年４月１日施行）。
できる者は、会計管理者、出納員又は分任出納員
に限られている。
当該債権については、慣例により、出納員又は

分任出納員でない者が直接収納を受けていたた
め、分任出納員の任命を検討するとともに、直接
収納を受けることのできる職員を確認し、周知徹
底すべきである。

意見 改善措置 改善措置状況

７９ 債務者の情報調査 当該事例については、令和元年度に速 ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 やかに債務者の情報調査を行った。
剰額に係る返還利息、２１６頁） 同様の案件が発生した場合は、債務者
返送された納入通知や督促には効力が発生しな 住所の現地調査や登記情報の取得を行う

いため、宛先の住所の現地調査や土地・建物の登 など、債務者の情報調査を行うこととし
記の情報を取得するなど、債務者の情報調査をす た。
べきである。

８０ 不納欠損処理に向けた情報調査 不納欠損処理に向けて、令和元年度に ○対応予定
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 債務者の情報調査を行う。
剰額に係る返還利息、２１６頁）
債務者である法人の代表者が破産申立てをして

異時廃止決定を受け、法人の登記情報においてみ
なし解散がとられている場合は、債務者に対する
回収の見込みは著しく困難であると考えられるた
め、債権の放棄を含めた不納欠損処理に向けて必
要な情報を調査すべきである。

８１ 分任出納員の任命 新たに土木事務所で分任出納員を任命 ◎措置済み
（河川占用料、２２２頁） できるよう、分任出納員に対する出納員

現状、当該債権の実質的な管理を行っている各 の事務の委任に関する告示（平成１９年
土木事務所には分任出納員がおらず、財務規則上 ４月２０日告示第１７１号）を改正した
は直接収納できない職員が直接収納を行う事態も （平成３１年４月１日施行）。
発覚した。
分任出納員に対する出納員の事務の委任（平成

１９年４月２０日告示第１７１号）に関する告示
を改正して分任出納員を積極的に任命するなど
し、債権の管理業務に直接関わっている職員が直
接収納できる仕組みを確立することが望ましい。

８２ 債務者の資産調査 収入未済が発生した場合は、債務者の ○対応予定
（河川占用料、２２３頁） 居住している自宅土地建物の登記事項全

債務者の資産調査について、債務者への聞き取 部証明書を取得して資産の有無を確認す
りだけでなく、債務者の居住している自宅土地建 るなどの適切な資産調査を行う。
物の登記事項全部証明書を取得して資産の有無を
確認するなど、適切に調査を行うべきである。

８３ 法人の実態調査 破産手続を開始した法人を把握した場 ○対応予定
（河川占用料、２２４頁） 合は速やかに実態調査するとともに、年

債務者である法人の破産手続が開始したことを １回程度は履歴事項全部証明書を取得す
把握していたにも関わらず、その後、履歴事項全 るなどして継続して調査する。
部証明書を取得するなどの調査を行わなかったた
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め、破産手続が終了した後にすみやかに不納欠損
処理が検討されなかった事例があった。
解散した法人については、少なくとも、年１回

程度は履歴事項全部証明書を取得するなどして実
態調査を行うべきである。

８４ 債務者の存在確認 前年度、督促状を発出した相手方につ ○対応予定
（河川占用料、２２４頁） いては、次年度当初の調定を債務者の実

当初調定時にすでに債務者である法人が存在し 態を確認した上で行う。
ていなかった事例があった。 また、督促状は、債務者の実態を確認
今後同様の事態が発生することを防ぐため、毎 した上で発出する。

年度、調定を実施する際には、債務者の存在を確
認すべきである。

監査対象 県土整備部砂防課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

１９ 契約書の保存 文書の管理に当たっては、文書管理規 ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 程に基づき実施し、必要に応じて保存期
剰額に係る返還利息、２２８頁） 間の延長を行い対応しているところであ
当該債権に関する契約の根拠資料について、債 るが、本案件は誤って廃棄したものであ

権が未回収であるにも関わらず、文書管理規程上 る。
の保存期間が経過し、破棄されていた。 保存期間が終了する際には、該当事案
債権未回収であれば保存を延長すべきである。 が完結しているかを確認し、完結してい

ない場合は保存期間を延長するなど適正
な文書管理を行うよう令和元年６月２８
日付けで通知し、改めて徹底した。

２０ 不納欠損処理の遅延 平成３０年２月１９日に権利の放棄に ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する契約違約金・前払金余 ついての議案を提出（同年３月８日議
剰額に係る返還利息、２２８頁） 決）し、同月２３日に不納欠損処理を行
法人である債務者につき、回収可能性がないこ った。

とが明らかな類型である破産手続廃止の根拠資料 同様の案件が発生した場合は、速やか
を入手した場合は、適時に不納欠損処理すべきで な情報把握に努め、適時に不納欠損処理
ある。 を行うこととした。

監査対象 県土整備部都市計画課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

２１ 契約書の保存 文書の管理に当たっては、文書管理規 ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する前払金余剰額に係る返 程に基づき実施し、必要に応じて保存期
還利息、２３１頁） 間の延長を行い対応しているところであ
当該債権に関する契約の根拠資料について、債 るが、本案件は誤って廃棄したものであ

権が未回収であるにも関わらず、群馬県文書管理 る。
規程上の保存期間が経過し、破棄されていた。 保存期間が終了する際には、該当事案
債権未回収であれば保存を延長すべきである。 が完結しているかを確認し、完結してい

ない場合は保存期間を延長するなど適正
な文書管理を行うよう令和元年６月２８
日付けで通知し、改めて徹底した。

２２ 適時の不納欠損処理 平成３０年２月１９日に権利の放棄に ◎措置済み
（建設工事請負契約に関する前払金余剰額に係る返 ついての議案を提出（同年３月８日議
還利息、２３２頁） 決）し、同月１２日に不納欠損処理を行
法人である債務者につき、回収可能性がないこ った。

とが明らかな類型である破産手続廃止の根拠資料 同様の案件が発生した場合は、速やか
を入手した場合は、適時に不納欠損処理すべきで な情報把握に努め、適時に不納欠損処理
ある。 を行うこととした。
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監査対象 県土整備部住宅政策課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

２３ 公債権として扱う施行年月日の明確化 公債権としての施行年月日を平成２３ ◎措置済み
（県営住宅家賃、２４０頁） 年４月１日に明確化し、収納委託先であ

当該債権は、公債権か私債権かについて自治体 る群馬県住宅供給公社に対して、平成
によって見解が異なる。群馬県では平成２２年度 ３１年３月に書面で通知を行うことによ
に公債権として管理する内部的意思決定をしたも り改善を図った。
のの、施行年月日が不明であるため、明確化すべ
きである。
また、収納委託先の群馬県住宅供給公社に対し

て書面で通知した記録がないため、取扱いに混乱
がないよう書面で通知すべきである。

２４ 要領の適正な実施 平成３１年３月に県営住宅家賃滞納整 ◎措置済み
（県営住宅家賃、２４０頁） 理要領を改正することにより改善を図っ

県営住宅家賃滞納整理要領第６条第２項の規定 た。
により法的措置をとるための要件の一つである
「別に定める条件」について、附則において年度
ごとに課長が定めるものとしているが、平成２４
年度以後何ら定められていない。
要領のとおり定めることとするか、定めないの

であれば要領を改正すべきである。
また、要領別記様式第１５号が改正する以前の

様式のままであったため、改正された書面に直す
べきである。

２５ 契約の文言の削除 平成３１年度契約から県営住宅に係る ◎措置済み
（県営住宅家賃、２４１頁） 家賃収納及び滞納督促業務委託契約書を

県営住宅に係る家賃収納及び滞納督促業務委託 改めることにより改善を図った。
契約書第８条の項目名に列挙された「業務責任
者」の文言は本文で言及されていないため、削除
すべきである。

２６ 訴訟上の和解の検討 平成３１年３月に県営住宅家賃滞納整 ◎措置済み
（県営住宅家賃、２４１頁） 理要領を改正することにより改善を図っ

県営住宅家賃滞納整理要領第１４条第２項の規 た。
定によれば、訴訟上の和解は原則として応じない
こととされているが、訴訟上の和解をすること
で、分納による入居者の居住継続と自立に向けた
生活再建が図られる余地があること、その場合に
強制執行が不要になることに鑑みれば、訴訟上の
和解も検討することが望ましく、要領を改めるべ
きである。

意見 改善措置 改善措置状況

８５ 文書の保管 平成３１年３月までに文書のファイリ ◎措置済み
（県営住宅家賃、２４１頁） ングを行うなど、保管方法を改めること

当該債権については、債務者や金額が多く、大 により改善を図った。
量の文書を扱うため、文書の検索がしやすいよう
適正に保管すべきである。

８６ 保証人に対する請求 令和元年度から保証人の取扱いを含め ○対応予定
（県営住宅家賃、２４２頁） 検討する。

資力のある保証人がいるにも関わらず何ら法的
措置を採っていない事例、２人いる保証人のうち
１人にしか請求していない事例があった。
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債務者と同時に保証人に対しても訴訟提起をす
ることが効率的であり、保証人に対する訴訟提起
を検討すべきである。

監査対象 教育委員会事務局管理課

意見 改善措置 改善措置状況

８７ 電話以外の催告 債務者が返済を免れることのないよ ○対応予定
（高等学校等奨学金貸付金・同延滞利息、２４８ う、長期にわたり滞納がある債務者に対
頁） しては、令和元年度１２月までに書面及
債権回収のための催告について、現在は電話に び訪問による催告を実施する。

よる催告のみであるため、書面及び訪問による催
告を実施すべきである。

８８ 不納欠損処理の検討 長年返済がない債務者又は連帯保証人 ○対応予定
（高等学校等奨学金貸付金・同延滞利息、２４９ の事情を確認し、返還猶予又は免除など
頁） 状況に応じた提案を行い、時効期間が経
時効期間が経過し、債務者からの時効の援用が 過しないよう努める。

ない債権について、事情調査の上、不納欠損処理
の検討をすべきである。

８９ 時効の中断措置 長期にわたり滞納がある債務者につい ○対応予定
（高等学校等奨学金貸付金・同延滞利息、２４９ ては、事情を確認し、返還猶予又は免除
頁） の提案を行い、債務承認書に該当する返
時効中断措置が採られるよう、引き続き、債務 還計画変更願又は返還猶予申請書を提出

承認書を適切に提出させるよう努めるべきであ してもらうことで、時効中断措置を講ず
る。 る。

９０ 適時の不納欠損処理 未納状況について、県立学校宛て照会 ◎措置済み
（全日制高等学校授業料等、２５５頁） により漏れなく把握し、そのうち時効時

奨学金等の私債権と取扱いを混同していたため 期を経過した債権については、平成２９
に、時効期間が経過した債権を債務者による時効 年度から当該年度中に不納欠損処理を行
の援用なしに時効が完成することに気付かず、繰 うこととしている。
越調定を行った事例があった。 未収債権の管理については、群馬県立
不納欠損処理の手続の流れを明確にし、時効期 高等学校授業料等徴収事務取扱要綱の規

間が経過した公債権については、適切な時期に不 定に基づき、同様の事例の発生の防止に
納欠損処理を行う取扱いとすべきである。 努めることとした。

９１ 群馬県立高等学校授業料等徴収事務取扱要綱 徴収事務手続を適時、適切に進めるこ ◎措置済み
の改正 とができるように、平成３１年２月７日

（全日制高等学校授業料等、２５５頁） 付けで群馬県立高等学校授業料等徴収事
群馬県立高等学校授業料等徴収事務取扱要綱第 務取扱要綱について所要の改正を行うと

４条に規定された授業料の未納期間に応じた事務 ともに、担当者説明会を開催するなどし
処理について、実態と合わなくなっていることか て県立学校宛て周知した。
ら、速やかに改正し、適切な徴収事務が実施され
ることが必要である。

９２ 債務者等に対する法的措置 要綱、要領に基づき、教育的配慮をし ○対応予定
（全日制高等学校授業料等、２５６頁） つつ、悪質な債務者であるかどうかを慎

群馬県立学校授業料等未納者に対する法的措置 重に判断し、支払督促の申立て等の法的
取扱要綱及び群馬県立学校授業料等未納者に対す 措置を実施すべきかを個別に検討する。
る法的措置事務取扱要領に基づき、教育的配慮を
しつつ、悪質な債務者には、支払督促の申立て等
の法的措置の実施を検討すべきである。

９３ 保証人に対する催告等 平成３１年２月７日付けで群馬県立高 ◎措置済み
（全日制高等学校授業料等、２５７頁） 等学校授業料等徴収事務取扱要綱の改正

保証人を徴求していることから、債務者及び保 を行い、保証人に対する催告等の取扱い
護者だけでなく、保証人に対しても定期的に催告 を明記の上、県立学校に周知し、保証人
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等を行い、保証人からの債権回収にも努めるべき からの債権回収にも努めることとした。
である。また、保証人が悪質な場合には、法的措
置を検討する必要もある。

９４ 保証人の徴求等 平成３１年１月に実施した定例校長会 ◎措置済み
（全日制高等学校授業料等、２５７頁） において、公立高校の全校長に対し、群

県立桐生女子高校において、誓約書が未提出の 馬県立高等学校管理に関する規則３６条
うえ保証人を徴求していない事例、県立前橋清陵 及び３７条を遵守するよう改めて指導し
高校において、就職をしている１８歳の親族が保 た。（所管課：高校教育課）
証人となっている事例があった。
群馬県立高等学校管理に関する規則第３６条に

基づき、必ず保護者及び保証人連署の誓約書を提
出させることが必要である。また、同規則第３７
条第２項に基づき、独立生計を営む成年者を保証
人として徴求する必要がある。

監査対象 教育委員会事務局福利課

意見 改善措置 改善措置状況

９５ 退職手当返納処分の理由の記載の程度 平成２１年１０月２３日付けで公立学 ◎措置済み
（退職手当の返納金、２６１頁） 校職員退職手当支給規則を改正し、命令

当該退職手当返納処分がされた当時の旧公立学 書の理由欄に具体的な判断過程等を記載
校職員退職手当支給条例では、第１３条の３第１ ・明記することとした。
項に「基礎在職期間中の行為に係る刑事事件に関
し禁錮以上の刑に処せられたとき」は、同項第１
号又は第２号に掲げる額を返納させることができ
ると定められているところ、当該処分を行うにあ
たっての処分行政庁の裁量は比較的狭いと考えら
れ、当時は適法に処理がされていたと認められ
る。
しかし、現行の条例では、「当該退職をした者

の生計の状況を勘案」して、支払われた退職手当
等の額の「全部又は一部」の返納を命ずることが
できると定められており、旧条例に比して処分行
政庁の裁量が広範となっている
そのため、今後、当該処分を行う場合には、行

政手続法第１４条第１項の求める理由提示の要件
を欠くことのないよう、当該処分の原因となる事
実や返納額を選択した具体的な判断の過程も示す
ようにすべきである。

９６ 納付を受ける額の増額 債務者の社会保険加入状況等や収入状 ○対応予定
（退職手当の返納金、２６２頁） 況の把握を調査し、本人と返納額の増額

当該債務者が作成した分納誓約書に基づき、毎 を促す交渉をしており、今後も毎年、年
月弁済がなされているが、現在の金額において完 度当初に継続的に交渉を行う。
済となるのは約４３年後である。当該債務者の年
齢が４０歳代であることを考慮すると、約４３年
後まで勤労して収入を得ているとは限らないた
め、毎月納付を受ける額の増額を検討すべきであ
る。

監査対象 教育委員会事務局義務教育課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

２７ 書面の作成名義の確認 平成３１年３月から、返還計画書等、 ◎措置済み
（地域改善対策高等学校等修学奨励金、２７０頁） 書面作成の際には、奨学生本人による記

奨学生の親の強い意思により、当該奨学金を受 載を求めることとした。
けていることを奨学生本人に知らせていないにも 本人による記載が困難な場合は、奨学
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関わらず、当該奨学生本人名義の返還計画書の提 生本人が当該書面の提出を承諾している
出を受けていた事例があった。 ことを証明する書類「関係書類の作成に
今後、奨学生本人との間で民事上の争いが生 係る確認書」の提出をその記載者に求め

じ、当該書面の成立の真正が争われれば、親等に ることとした。
よって作成された蓋然性を県側も認識していたと
認定されかねないため、親を通して奨学生本人名
義の書面が提出された場合は、当該書面の作成の
経緯を確認すべきである。

意見 改善措置 改善措置状況

９７ 奨学生本人への連絡 プライバシーに最大限配慮した上で、 ◎措置済み
（地域改善対策高等学校等修学奨励金、２７１頁） 従来の返還事案との公平性、均衡等を斟

当該債権は、借入者のプライバシーに大きく関 酌し対応していく。
わる特殊事情を有しており、群馬県地域改善対策 平成３０年７月から、保護者が、高
特定事業高等学校等修学奨励金貸与条例等には、 齢、病弱等の場合には、保護者から奨学
特別な場合において、奨学生の父母による債務の 生本人へ、奨学金を貸与している旨を伝
免除申請についての規定があり、奨学生本人に連 えるよう促すこととした。
絡を取らないケースも想定していることから、担 また、奨学生本人に直接連絡してもよ
当部署では、原則として、奨学生本人への連絡は いか打診し、了承を得た場合は、当課か
行っていない。 ら連絡することとした。
しかし、返還債務の未納がある場合において、 保護者死亡等により、保護者への連絡

債務者ではない奨学生の親に催告等を行い、一部 が不可能となった場合には、奨学生本人
弁済を受けたとしても、消滅時効の中断の効果は へ連絡をとり、債権の存在を告知するこ
生じないと奨学生本人から主張されることが懸念 ととした。
される。また、契約は、双方の合意によって初め
て有効に成立するものである以上、親が奨学生の
名前を利用して奨学金を借りた場合、奨学生と県
との間にはそもそも合意がなく、契約が成立しな
いため、奨学生には奨学金を返還する義務は発生
していないことになる。
今後は、奨学生本人への連絡も行うようにすべ

きである。

９８ 奨学生本人の住所の把握 奨学生本人の住民票を４年に一度取得 ◎措置済み
（地域改善対策高等学校等修学奨励金、２７１頁） するため、ローテーション表を作成し、

現状、群馬県地域改善対策特定事業高等学校等 平成３１年１月から、取得を開始した。
修学奨励金貸与条例第７条の規定に基づく免除期
間中、又は奨学生の親と連絡が取れている間は奨
学生本人の住民票の取得は行っていない。
しかし、住民票の除票や戸籍の附票の除票の保

存期間は、住民基本台帳法施行令上、５年間と定
められているため、５年以上、住民票の除票や戸
籍の附票の除票の取得しなかった場合、奨学生の
現住所地の調査が困難になるおそれがある。
そこで、未納者については、免除期間中や親と

連絡が取れている場合であっても、少なくとも、
４年に一度は、奨学生本人の住民票の取得を試み
るべきである。

９９ 時効中断の措置 プライバシーに最大限配慮した上で、 ◎措置済み
（地域改善対策高等学校等修学奨励金、２７２頁） 従来の返還事案との公平性、均衡等を斟

当該債権に、奨学生本人に催告をすることが難 酌し対応していく。
しいという特殊事情があるとしても、時効中断の 平成３０年度から、時効中断の措置と
措置を何ら試みずに消滅時効期間が経過する債権 して、継続的に架電、家庭訪問を実施
管理の方法には問題がある。 し、債権の告知及び催告を行うこととし
奨学生の親等の意向や状況にかかわらず、少な た。

くとも、消滅時効期間の満了が迫ってきた場合に 平成３１年３月から、調定を終えてい
は、速やかに、債務者である奨学生本人に対する る未納者に対して、承認のため「納入誓
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催告や時効中断の措置を試みるようにすべきであ 約書」の提出を求めることとした。
る。

１００ 契約ごとの債権の管理 「債権管理補助簿」を作成し、平成 ◎措置済み
（地域改善対策高等学校等修学奨励金、２７２頁） ３１年１月から、契約ごとに債権管理を

当該奨学金等は、１年毎に、個別に、当該債務 開始した。
者との間で消費貸借契約を締結して貸し付けられ
ているが、債権の管理は、合計額を１つの債権と
して扱っている。
契約が別個である以上、消滅時効期間も別個に

進行するところ、現状の管理方法では、時効期間
の管理が困難であるため、債権の管理は契約ごと
に行うことが望ましい。

１０１ 催告・訪問の時期 平成３０年度から、年間を通じて家庭 ◎措置済み
（地域改善対策高等学校等修学奨励金、２７３頁） 訪問を行うとともに、架電による催告の

未納者に対する催告について、平成２９年度ま 頻度を増やすこととした。
では、未納のある調定終了者および未納のある返 また、家庭訪問と架電の経緯につい
還途中者を対象に、２～３月に返還状況通知を郵 て、書面で記録を残すこととした。
送し、返還を促し、３月に家庭訪問を行い、不在
の場合には、連絡を依頼する手紙を置いていた。
平成３０年度以降は、夏から秋にかけて夜間を

含めた家庭訪問による催告を行っており、今後も
未納者に対する定期的な催告書の発送や家庭訪問
は、年間を通じて継続的に行うべきである。

１０２ 延滞金 平成３１年４月１日に、「正当な理 ◎措置済み
（地域改善対策高等学校等修学奨励金、２７３頁） 由」の判断基準として、「修学金の返還

当該債権は、群馬県地域改善対策特定事業高等 に係る延滞利息減免実施要綱」を策定
学校等修学奨励金貸与条例第８条第１項及び群馬 し、運用を開始した。
県地域改善対策大学進学奨励費貸与要綱第１７条
の規定により、当該債務者が、正当な理由なくし
て、返還すべき日までに返還しなかった場合に
は、延滞利息として支払わなければならないとさ
れている。
しかし、現状は、国としても延滞利息の返還義

務を明瞭にしていないこと及び返還未納者の中に
は資力の乏しい者が多いことを理由に延滞利息を
債権として調定していない。
今後は、同条にいう「正当な理由」の判断基準

を要綱等により明確化し、延滞利息の発生有無を
判断すべきである。

監査対象 教育委員会事務局高校教育課

監査結果＜指摘事項＞ 改善措置 改善措置状況

２８ 時効期間の認識 本債権の時効期間の認識を１０年に改 ◎措置済み
（群馬県高等学校定時制課程修学奨励金、２７７ めた。
頁） また、令和２年４月以降に発生する同
改正民法施行前に発生した本債権の時効期間に 種債権について、時効期間の取扱いに留

ついて、当該債権が定期給付債権であることを前 意することとした。
提に５年（旧民法第１６９条）と認識している
が、当該債権は割賦払債権であり、個々の割賦金
は定期給付債権に当たらないため、１０年（旧民
法第１６７条１項）と改めるべきである。
ただし、令和２年４月１日以降発生する同種債

権については改正民法が適用され、一般的な債権
の時効期間が主観的起算点から５年となるため
（改正民法第１６６条１項１号）、注意が必要で
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ある。

２９ 延滞利息の請求 延滞利息が発生した場合は、正当な理 ○対応予定
（群馬県高等学校定時制課程修学奨励金、２７８ 由があるものを除き、延滞利息を請求す
頁） る。
本債権は、群馬県高等学校定時制課程修学奨励

金貸与条例第１０条第１項の規定により延滞利息
が発生するが、現状、調定しておらず、本来発生
する債権の把握をしていない。
条例において定められた債権であり、調定して

納入通知をするなど延滞利息の請求をすべきであ
る。

３０ 事務取扱の誤りの是正 本条例の「所得」を事務取扱において ◎措置済み
（群馬県高等学校定時制課程修学奨励金、２７８ 「収入」と読み替えている誤りについ
頁） て、令和元年度施行の事務取扱から是正
群馬県高等学校定時制課程修学奨励金貸与条例 した。

により定められた「所得」を課内で作成した事務
取扱において「収入」と読み替えているため、修
学奨励金の貸与の要件が狭められ、本来利用でき
る者が利用できないこととなっているため、是正
すべきである。

意見 改善措置 改善措置状況

１０３ 時効を意識する仕組みの構築 令和元年度に債権情報を管理するシー ○対応予定
（群馬県高等学校定時制課程修学奨励金、２７８ トを作成し、合理的な管理を行う。
頁）
現状、時効を意識する仕組みが構築されていな

いため、納期限、最終支払日等を表にしておくな
どの時効を意識するための合理的な管理方法を採
るべきである。

１０４ 連帯保証人に対する適時の請求 連帯保証人に請求できる場合には、適 ◎措置済み
（群馬県高等学校定時制課程修学奨励金、２７８ 時に連帯保証人に対して請求することと
頁） した。
債務者本人の返済が滞っており、連絡が付かな

い場合でも、その後何年も連帯保証人に対して請
求していない事例があった。連帯保証人も債務者
本人と同様の支払義務を負っているものであり適
時に請求すべきである。

１０５ 書面による催告 事務の遂行のために必要な場合は、書 ○対応予定
（群馬県高等学校定時制課程修学奨励金、２７９ 面による催告を用いることとする。
頁）
現状、催告は電話及び訪問により行っており、

書面では行っていない。電話や訪問は、不在の場
合に催告の意思が債務者に伝わらないことや、口
頭で伝えたことを債務者が忘れるおそれがある。
そのため、催告の方法として書面も用いるべき

である。

１０６ 住民票の調査 住所不明の場合は、住民票の写しの交 ○対応予定
（群馬県高等学校定時制課程修学奨励金、２７９ 付を請求するなどの調査を行うこととす
頁） る。
現状、住所を訪問により把握しているのみで、

住民票を調査したことがない。
住民基本台帳法第１２条の２の規定により、地

方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂行の
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ために必要である場合には、住民票の写しの交付
を請求することができるため、積極的に活用すべ
きである。

１０７ 免除・猶予等の規定の活用 当該奨励金は、生徒が卒業した場合、 ○対応予定
（群馬県高等学校定時制課程修学奨励金、２７９ 当然免除（第６条）が適用され、返済義
頁） 務が免除される制度である。
当該奨励金の返還の免除及び猶予等について、 安易な免除や猶予は学修に励んだ生徒

現状、群馬県高等学校定時制課程修学奨励金貸与 との均衡上不公平が生じると考えられる
条例に規定された当然免除（第６条）の適用しか ことから、個別の事案ごとに、真に免除
事例がない。 や猶予が必要であるかを判断し、裁量免
他に裁量免除（第７条）、返還猶予（第９条） 除（第７条）、返還猶予（第９条）を適

等の定めがあり、検討すれば適用される債権があ 用することとする。
る可能性があるため、今後は債権管理に活用をす
べきである。

監査対象 警察本部警務部警務課

意見 改善措置 改善措置状況

１０８ 早い時点での訴訟提起等の検討 同様の事例等が発生した場合に、どの ◎措置済み
（給与過払金、２８３頁） タイミングで法的措置等の検討を行うべ

当該債務者について、平成２９年度に破産廃止 きであるかなどの事務フローを作成し、
決定、免責許可決定となり、その後不納欠損処分 適時適切な措置が採れるよう準備するこ
を行ったが、より早期の段階で、訴訟提起等の法 ととした。
的措置を検討することが必要であったと考えられ
る。
今後、同様の事例等が発生した場合に、適時・

適切な措置が採れるよう、事務フローの作成等の
準備をしておくことが望ましい。

監査対象 警察本部交通部交通指導課

意見 改善措置 改善措置状況

１０９ 時効中断措置 債務者に対する調査を継続し、積極的 ◎措置済み
（放置違反金・同延滞金、２８８頁） に時効中断措置を運用する。

平成２９年度に時効期間経過により不納欠損処
理された債権について、時効中断等の手続を行っ
ていなかった。
今後、納入されずに相当期間が経過した放置違

反金については、消滅時効完成前に時効中断措置
を採るべきである。


